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１．はじめに

この取り組みは、中山間地域を中心に特に

本州以南における舎飼いによる加工畜産型酪

農が崩壊の危機に直面している中で、反芻動

物である乳用牛の持つ潜在能力を発揮できる

放牧酪農への転換技術を開発することが狙い

です。併せて、ゆとりのある健全な酪農経営

の確立を図るとともに、生草の摂取等を通じ

た生乳の機能性の向上等により、エシカルな

ど新たな消費者ニーズに応えた酪農産物の個

性化、ブランド形成など中小放牧酪農経営等

の救世技術の開発を図ることも目的です。

このため、中山間地域をはじめとして増加

している耕作放棄等の未利用地・低利用地や

酪農利用が可能な農地・草地を活用して、生乳

生産を行う上で必要となる省力かつ低投資放

牧技術の開発および検証と実証を行いました。

放牧地で、その場で搾乳する「移動式搾乳

機」を中心とした放牧酪農技術・システムの

開発により、未利用地・低利用地の活用、酪

農作業の省力化を図ると同時に、乳製品の機

能性を高めることを実証しました。また、自

然により近く搾乳することからコンフォート

の観点からも生産性向上および放牧がもたら

す生産物の機能性の向上を検証しました。

併せて既存の畜舎飼養と放牧飼養の収益比

較と、放牧の可能性と管理手法の確立を検証

し、作業等のマニュアル化で試験研究の実施

期間開始は平成２６年４月２１日から平成２８年３
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月３１日の放牧２シーズンとしました。

２．取り組みと組織

農林水産省の「平成２６年度攻めの農林水産

業の実現に向けた革新的技術緊急展開事業

（うち産学の英知を結集した革新的な技術体

系の確立）」に参加し、試験研究名は「移動

式搾乳システムの開発による放牧酪農技術の

実証」としました。

試験研究チームは、試験研究等のフィール

ドコミションを推進する八ヶ岳中央農業実践

大学校（以下：実践大）と、長く放牧用草種

のペレニアルライグラスの育種造成および各

種放牧技術試験を行ってきた山梨県酪農試験

場（以下：山梨酪試）草地環境科・保倉勝己

氏）に参加いただき、試験研究コンソーシア

ムを構成しました。協力機関は日本獣医生命

科学大学・長田雅宏氏（選考度調査）、信州

大学・竹田謙一氏（MMP命名等）、オリオン中

央販売、サージミヤワキ、信州冨士見ミルク

工房等となっています。

３．試験研究概要と成果

① 牧地内搾乳技術確立（移動式搾乳機MMP

＝MobileMilkingParlour 写真１）（担

当：実践大 町田 成史）

搾乳・終牧・秋季間飼養までの期間利用を

実施、その牛群管理から機器のユニット管理

までの技術の確立。放牧地内でより省力化管

理を可能とする放牧ユニットをシステムの調

整および改善。

○実施状況

（１）軽トラック型簡易的移動式搾乳機

（写真２）

簡易的搾乳機は、次項の「移動式搾乳機」

導入までの間に実施したもので、併せて牛・

人の放牧馴致の意図もありました。本機は、

軽トラックにバケットミルカー、真空発生装

置、発電機、保定枠を積載したものであり、

１頭ずつ搾乳を行う搾乳システムです。この

システムを用いて平成２６年７月から８月下旬

まで搾乳牛３頭の搾乳管理を行いました。搾

乳管理の作業は、牛舎で洗浄済みのバケット

ミルカーを軽トラックに積載し、放牧地内の

電線で設置された搾乳場所に移動しました。

搾乳場所に隣接している待機所に牛を滞留さ

せ、１頭ずつ乳牛を搾乳場所に追い込み、搾

乳を行いました。加えて、搾乳準備から搾乳

片づけまでの作業時間を記録し、作業性を調

査しました。同時に事故発生回数も調査しま

した（図１）。

写真２ 軽トラック型簡易的移動式搾乳機写真１ MMP外観と作業風景



2016.4.15 No.317 畜産会経営情報 Japan Livestock lndustry Association

3

（２）移動式搾乳機（以下、MMP）

平成２６年８月より、実証試験を行いました。

稼働期間は、平成２６年８月から１１月と平成２７

年４月から１０月までです（表１）。平成２６年

は、MMPの作業項目の抽出と作業内容の確立

を図りました。平成２７年は、MMPの作業性を

調査するために、作業時間、作業人数を測定

し、測定された値から１頭当たりの労働時間

と作業量を算出しました。さらにMMPの作業

性に関わる要因（作業者数、搾乳頭数）を調

査しました。また、MMPを利用した放牧飼養

の作業性を評価するために牛舎飼養の労働性

も調査し、比較しました。

○結果

本機および軽トラックタイプの運用は問題

なく試験を実施することができました。

軽トラックを用いた簡易的移動式搾乳機で

の搾乳を実証することができました。管理者

も２週間で作業を馴致できます。２頭同時搾

乳が可能になれば、作業効率が上がります。

作業効率を上げることで、少頭数の搾乳牛を

軽トラックをベースとした簡易的移動式搾乳

機で管理できる可能性があります。

悪天候による１回／日搾乳は、乳牛への悪

影響は認められませんでした。発情も発見で

きますが、常時観察ができない場合には、ヒー

トマウントデテクターや発情監視システムが

必要となります。飼料給与体系は、５月から

７月までは放牧草のみで搾乳牛を管理できる

可能性がありますが、８月から１０月までは、

低蛋白含量かつ高エネルギー含量の補助飼料

を給与すべきと考えます。

本試験実施にあたり競合を防ぐ目的で特許

の出願を行いました。（特許出願２０１５－

２０７９５２）

［移動式搾乳装置および該移動式搾乳装置を

利用した搾乳方法５１５２９４１３４］

参考：今回のMMPの設備・設置経費はトラク

ターを除く約８，０００千円、最小施設約３，０００千

円で可能です。

② 府県型搾乳牛放牧飼養技術の実証

（担当：実践大 町田 成史）

搾乳牛１頭当たりの放牧面積が２０aおよび

４０aの昼夜放牧条件下で、放牧草の特性を活

かした飼養モデルを作成。

○実施状況

表１ MMP搾乳の実施状況図１ 追い込み状況
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１）牛群管理

平成２６年７月～１１月、平成２７年４月～１０月

まで移動式搾乳機を用いた放牧飼養管理の実

施を開始しました。搾乳牛は、２ヵ所の放牧

地、小面積区（１４a／牧区）と大面積区（４６a／

牧区）で飼養管理しました。小面積区はペレ

ニアルライグラス主体、大面積はチモシー主

体です。

２）栄養管理

体重、乳量、乳成分、血液成分分析を行いました。

○結果

搾乳機の作動不良および悪天候による１回／

日搾乳は、乳牛への悪影響は認められません

でした。本試験搾乳牛は搾乳量が２０kg／日以

下でした。乳房への負担が小さく、乳房炎が

発症しなかったと考えられます。放牧地搾乳

は、天候に左右されるため、搾乳時間をずら

す、または１回／日搾乳の必要性があります。

しかし、著しい不等間隔搾乳を継続的に行う

のは、後述の通り、望ましくないと考えられ

ます。このため、１回／日搾乳時は、搾乳量

をコントロールしなければならないため、濃

厚飼料の給餌なしで、放牧草のみとすること

が好ましいと思われます。

繁殖管理関連で発情の見逃しが多かったと

考えられます。常時観察ができない場合には、

発情の確実な検出方法を講じておくことが重

要です。

③ 県型搾乳牛放牧牛乳および乳製品の評価

（担当：山梨酪試 保倉 勝己ほか）

搾乳牛１頭当たりの放牧面積が２０aの昼夜

放牧条件下で生産された、放牧乳製品の機能

性成分含量の季節別推移を明らかにし、差別

化商品とするための成分的特徴を提示。従来

の畜舎体系と比較しながら放牧体系の経営評

価を行い、コストの３０％削減と、労働生産性

３０％向上の実証。また、放牧乳製品の消費者

選好調査を実施しました。

（１）機能性成分等調査

○実施状況

搾乳牛１頭当たりの放牧面積が２０aの昼夜

放牧条件下で生産された、放牧乳製品の機能

性成分（β－カロテン、共役リノール酸）含

量の季節別推移を明らかにし、差別化商品と

するための成分的特徴を提示します。乳製品

（ヨーグルト、チーズ）の試作と、直売所等

でアンケート調査等を実施し、放牧乳製品の

有望性を評価します。

○結果

１年目は明確な放牧効果の定量はできませ

んでしたが、２年目は放牧生乳のβ－カロテ

ン含量が舎飼い生乳と比べて平均で１．７倍、C

LA含量が平均で１．４倍に増加した。放牧乳製

品は、舎飼乳製品と比べてβ－カロテン含量

が平均で３倍程度、CLA含量が平均で２倍程

度に増加し、放牧乳製品の個性化（差別化）

は可能でした。

（２）放牧乳製品の試作と消費者選好度の調査

○実施状況

当校を会場に開催された「第１６回八ヶ岳ま

るごと収穫祭（平成２７年１０月２４・２５日）：主

催長野県原村」に来場した成人（学生を除

く）に対してアンケートを実施しました。同

施設の舎飼い管理の牛乳で製造された乳製品
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を比較し回答する方法で行いました。

クロス集計を行うとともに、放牧乳

製品の嗜好・食味の解析はCS分析を

行いました（日本獣医生命科学大学

協力）。

○結果（図２）

回答者数は５６８人、主婦層が中心で

あったことがうかがわれます。

試食アンケート調査を実施したところ、総

合評価で「大変良い」、「良い」はヨーグル

ト・チーズともに８０％を示し、放牧乳製品は

消費者に対し受容性が高いと判断されまし

た。ただし、ヨーグルト・チーズの「におい」

や、ヨーグルトの「後味」については満足度

が低く、牧草の風味を考慮した製品開発が必

要です。

４．本試験を終えて
今後想定される実用化展開

今回の試験はあくまで放牧地で乳牛を管理

し、屋外で搾乳できるのかが大きな課題でし

たが、当研究チームではそのスキームは現場

段階で可能と判断できる状況まで検証できま

した。では、次にどのようなシーンで本シス

テムを活用が可能か、またその利用の幅を広

げる試験や内容の掘り起こしが重要です。

次に掲げたものは現段階で、より現実性を

高めることを目的に検討しているものとなっ

ています。

１－移動式搾乳機の小規模化、構造の改善の

ための実証

○小規模化のための実証（mMMPmiclo＝MMP）

・アクティブ化―小型トラックー軽トラック

・可動式連動スタンチョンと半固定化対応

２－移動式搾乳機の小規模化、構造の改善の

ための実証

○構造の改善のための実証

・ミルカー・集乳車とバルククーラーをト

ラックに分離して積載する（分離輸送

化）ことによる作業スペースの拡大と軽

量化

・生乳移動ストレスの軽減、温度ラグ解消

による省エネ対応

・泥濘化およびあらゆるスペースでの移動

および作業対応のための実証（クロー

ラー型等）

３－移動式搾乳機の利用対象やスペースに応

じた実証

○休止公共育成牧場等利用に対応する本シス

テムの技術等構築、牧柵、移動式ストール

の企画

○搾乳牛以外での活用（ケアー施設として）

育成、乾乳牛など

○スマート畜舎（中央畜産会企画）を利用す

る場合、また冬場等において放牧システム

のスキーム構築

４－移動式搾乳機のタイプごと、牛群ごと、

季節ごと等の放牧生乳の品質・成分、家畜

表２ 選考度調査による傾向
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のストレス物質データの収集

５－移動式搾乳機に積載されたミルカー・バ

ルククーラーの稼働に必要な電源の開発

○炭素繊維FRPの活用等によるソーラー発電

等によるバッテリーへの充電

６－移動式搾乳機の地域における利用展開の

ための実証

○天災等緊急対応時における移動式搾乳機の

活用のためのスキームの構築

○地域興しに貢献する６次化対応スキーム構築

７－あらゆる放牧畜産への対応

○大家畜飼養低コスト化、レイヤートレーラ

など

５．終わりに

現在、少子化および後継者の異業経験から

の就農など、全国の畜産教育施設の利用率は

減少していることなど、あらゆる状況から厳

しさを増していることは否めません。当校も

これら減少する農業就農希望者ニーズに応え

るべく、あらゆる展開を模索しています。「教

育機関としての個性化、新しい発想で自立で

きる担い手育成」の視点から、当校畜産部も

基本的な舎飼いを基に、放牧酪農への転換を

進めているところにありました。

しかし、当校は内地でも比較的規模の大き

な自給飼料生産基盤を有しており、放牧への

転換を進める上で畜舎と草地の距離、観光地

としての往来を考慮した衛生対策など、放牧

酪農を成立させる為の課題は山積していまし

たが、放牧転換への課題は早急に進めなくて

はならず、苦慮していたのが始まりでした。

企画の発想は「昨今ショッピングセンター

などに横付けする移動店舗の発想を酪農の現

場に利用できないか」から始まっています。

そのタイミングに国で事業化された前出の事

業に企画応募し、採択いただいたことでより

具現化するきっかけなりました。

今回の技術開発は、人・ニーズ・ロケー

ションなど偶然が重なった産物と思われます。

現在、TPP等に派生する生産、消費の動向

は変わりつつあり、酪農を取りまく環境はよ

り厳しさを増しつつあります。

今までの経験、技術をベースに新しい発想

で経営の展開を図ることが必須と思われま

す。本試験では、機器の運用の実証、低コス

ト化、生産物の機能性向上の、消費者選考度

の検証はされましたが、決して、放牧だけが

低コスト生産、生産物や製品の個性化が図れ

る救世技術とは思われません。

これから新たな展開で経営を求めている経

営者、資金力の乏しい新規就農者、６次化を

検討する生産者、中山間部の地域興しを目的

とする営農等集団、自然に特化したリゾート

企業等の選択肢として、検討いただく技術に

なればと願っています。

今回、本企画に対し多くの方々にご協力を

いただくことができました。それぞれ、放牧

の良さ、憧れなど共感いただけたことが、そ

の広がりを大きくしたものと思われます。

今回執筆するにあたり関係各位に感謝申し

上げます。

（筆者：公益財団法人農村更生協会八ヶ岳中央農業実践
大学校畜産部 移動式酪農システム開発普及チーム代表者）
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（１） 相続とは何か？

相続とは、人が死亡した場合に、その者と

一定の親族関係にある者（配偶者や子など）

が財産上の権利・義務を承継することをいい

ます。死亡した人を被相続人、承継した人を

相続人といいますが、被相続人が営んでいた

畜産・酪農などの事業について、相続によっ

て経営継承される場合、被相続人の権利や義

務を相続人が包括的に継承します。

（２） どのような届け出が必要か？

被相続人および相続人の双方について、「個

人事業の開廃業等届出書」を提出します。ま

た、相続人が青色申告をするには「所得税の

青色申告承認申請書」に加えて、専従者がい

る場合には「青色事業専従者給与に関する届

出書」を提出することになります。

相続人が青色申告をする場合の青色申告承

認申請書の提出期限は、①相続がその年の８

月３１日以前のときは相続の日から４ヵ月以

内、②相続がその年の９月１日から１０月３１日

の間であるときはその年の１２月３１日、③相続

がその年の１１月１日以後であるときは翌年２

月１５日──です。また、「青色事業専従者給

与に関する届出書」の提出期限はその年の３

月１５日ですが、その年の１月１６日以後開業し

た場合は２ヵ月以内となります。

（３） 被相続人および相続人の決算

死亡した者の死亡する日までの期間におけ

る事業等に関する所得税の申告をしなければ

なりません。この所得税の申告を準確定申告

といいます。相続のあったことを知った日の

翌日から起算をして、４ヵ月を経過した日の

前日までに、相続人が共同で申告をすること

になります。これは、確定申告書に準確定申

告と記載し、付表を添えて申告手続きをする

ことになります。

被相続人の決算は死亡の日までの期間を対

象として行います。この場合、年初から死亡

の日までの収入金額や必要経費は被相続人、

死亡の翌日から年末までの分を相続人のもの

として計上するのが原則です。しかしながら、

酪農経営では１月単位で乳代精算が行われる

ため、収入金額や必要経費について日割り計

算を行わず月単位で被相続人と相続人に割り

振ることもやむを得ないと考えます。

（４） 減価償却費の計算

被相続人の決算において、減価償却費の計

算は、死亡した日までの月割計算となります。

この場合、１月未満は１月となります。一方、

相続人の減価償却費の計算についても、相続

畜産の経営継承にかかる税務
第２回 個人畜産農業者の相続による経営継承

農業経営コンサルタント・税理士 森 剛 一
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によって開業した日からの月割計算となりま

す。この場合も１月未満は１月として計算し

ます。月の中途で被相続人が死亡した場合、

例えば１１月１日に死亡した場合、被相続人に

おいて１１ヵ月分、相続人において２ヵ月分の

減価償却費を計算します。このため、結果的

には相続人と被相続人とを合わせて１３ヵ月分

が計上されることになります。

相続の場合、減価償却資産の取得価額およ

び未償却残額は、相続により取得した者が引

き続き所有していたものとみなされます。こ

のため、相続により取得した資産の減価償却

費は、被相続人の取得価額および耐用年数、

未償却残高を引き継いで計算します。ただし、

相続日が取得日となりますので、被相続人が

平成１９年３月３１日以前に取得して「旧定額

法」が適用されていた資産についても、今後

発生する相続では、相続人において一律に

「定額法」が適用されることになります。ま

た、償却方法は引き継ぎませんので、被相続

人が定率法（旧定率法）を選択していて、相

続人においても引き続き定率法による場合に

は、改めて届出書を提出する必要があります。

（５） 青色申告特別控除、各種所得控除

被相続人が青色申告をしていた場合、準確

定申告においても青色申告特別控除が適用さ

れます。複式簿記で記帳のうえ貸借対照表を

添付して期限までに申告するなどの要件を満

たせば青色申告特別控除額は６５万円になりま

す。一方、相続人においても、前述した提出

期限までに青色申告承認申請書を提出すれば

青色申告特別控除が適用され、要件を満たせ

ば６５万円を控除できます。この場合、同じ年

分の所得税について相続人と被相続人の両方

で６５万円を控除することもできます。

控除対象配偶者又は扶養親族に該当するか

どうかは、その年の１２月３１日の現況によって

判定しますが、被相続人が死亡した場合には

死亡の日の現況によって判定することになり

ます。したがって、相続のあった年において

は、同じ被扶養者を被相続人と相続人の両方

の配偶者控除や扶養控除の対象とすることも

可能です。

医療費控除や社会保険料、生命保険料、地

震保険料控除等の対象となるのは、死亡の日

までに被相続人が支払った医療費や保険料等

の額です。このため、死亡後に相続人が支払っ

た医療費などを被相続人の準確定申告におい

て医療費控除等の対象に含めることはできま

せん。

（６） 消費税の取扱い

消費税について、相続の場合は納税義務を

継承しますので、相続があった年の基準期間

（前々年）における被相続人（親）の課税売

上高が１千万円を超える場合、相続があった

日の翌日以後その年分の相続人（子）の納税

義務は免除されません。これに対して、生前

の経営継承の場合、継承者（子）は新規開業

の形になりますので、継承者には基準期間の

課税売上高がないことになり、課税事業者を

選択しない限り、開業した年とその翌年は免

税事業者となります。

（７） 相続税

相続があった場合、一般には、相続人間に
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おいて遺産分割協議書を作成して、これに基

づいて相続手続きを行うことになります。土

地や家屋については、相続による所有権移転

の手続きによって、所有者の名義を変更しま

す。

相続した財産が基礎控除額を超える場合に

は、相続税を納めなければなりません。平成

２６年分まで、基礎控除額は「５，０００万円＋

１，０００万円�法定相続人数」でしたが、平成

２５年度税制改正により、平成２７年から相続税

の基礎控除について「３，０００万円＋６００万円�

法定相続人数」に引き下げるとともに、最高

税率が５５％に引き上げられました。この結果、

これまでは相続税を納めなければならないの

は全体の相続件数の４％程度と言われていま

したが、課税対象者が１．５倍程度に広がるこ

とになります。

〈相続による経営継承Q＆A〉

Q１ 農業者で相続が発生した際の減価

償却資産の承継について、被相続人の準

確定申告と相続人の確定申告における減

価償却費の計算方法などの留意点を教え

てください。

被相続人の準確定申告においては、死亡の

月までの月割按分によって減価償却費を計算

します。

一方、相続人の確定申告においては、相続

によって取得した月からの月割按分によって

減価償却費を計算します。その結果、相続が

あった年分においては被相続人と相続人を合

算すると１３ヵ月分の減価償却費が計上される

ことになります。

この場合、減価償却資産の取得価額および

未償却残額は引き継ぐことになります。ただ

し、減価償却方法を決定するうえでの取得日

は引き継ぎませんので、被相続人において平

成１９年３月以前に取得して旧定額法で償却し

ていた資産であっても、相続人においては新

たな定額法（定率法を選択した場合には新た

な定率法）で計算することになります。

（表１）相続によって承継した資産の減価償却
項 目 被相続人 相続人

取得日
償却方法の判定 当初取得日 相続日

所有期間の判定（譲渡所得） 当初取得日 当初取得日（引継）

取得価額 当初取得価額 当初取得価額（引継）

未償却残高 期首未償却残高 相続日未償却残高（引継）

耐用年数 法定耐用年数 法定耐用年数（引継）

償却方法
平成１９年３月以前取得 旧定額法又は旧定率法 定額法又は定率法（平成１９年４月以後

の相続等）平成１９年４月以後取得 定額法又は定率法
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〈参考〉国税庁ホームページ・質疑応答事

例・所得税

平成１９年４月１日以後に相続により減価

償却資産を取得した場合

【照会要旨】

Bは、平成２６年５月１０日にAから木造ア

パートを相続しました。このアパートの

取得価額等は次のとおりですが、Aの準

確定申告およびBの確定申告における平

成２６年分の償却費の額はいくらですか。

（１） 取得年月：平成３年１月

（２） 取得価額：１０，０００，０００円

（３） 法定耐用年数：２２年（旧定額法お

よび定額法の償却率０．０４６）

（４） 平成２６年１月１日の未償却残額：

５００，０００円（取得価額の５％相当額）

【回答要旨】

Aの準確定申告において必要経費算入

される償却費の額は４１，６６７円、Bの確定

申告において必要経費に算入される償却

費の額は３０６，６６７円となります。

（１） Aの準確定申告における減価償却費

の計算

平成１９年３月３１日以前に取得した一定

の減価償却資産で、各年分の不動産所得

等の金額の計算上、必要経費に算入され

た金額の累積額が償却可能限度額（建物

についてはその取得価額の９５％相当額）

に達している場合には、未償却残額をそ

の達した年分の翌年分以後の５年間で、

１円まで均等償却することとされていま

す（所得税法施行令第１３４条第２項）。

また、年の中途で死亡した場合の必要

経費に算入される金額は、その償却費の

額に相当する金額を１２で除し、これにそ

の年１月１日からその死亡の日までの期

間の月数を乗じて計算した金額とされて

います（同条第３項）。

したがって、Aの準確定申告における

減価償却費の計算は次のようになりま

す。

（５００，０００円－１円）�５年�５／１２＝

４１，６６７円（相続時の未償却残額

４５８，３３３円）

（注） １円までの５年均等償却は、平成

２０年分以後の所得税について適用さ

れます（平成１９年政令第８２号附則第

１２条第２項）。

（２） Bの平成２６年分の確定申告における

減価償却費の計算

平成１９年４月１日以後に取得した建物

の減価償却の方法は、定額法とされ（所

得税法施行令第１２０条の２第１項第１

号）、この「取得」には、相続、遺贈ま

たは贈与によるものも含まれます（所得

税基本通達４９－１）。

ただし、減価償却資産の取得価額およ

び未償却残額は、相続により取得した者

が引き続き所有していたものとみなされ

ます（所得税法施行令第１２６条第２項）。

したがって、Bの平成２６年分の確定申

告における減価償却費の計算は次のよう

になります。
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１０，０００，０００円�０．０４６�８ ／１２＝

３０６，６６７円（未償却残額１５１，６６６円）

【関係法令通達】

所得税法第４９条、所得税法施行令第１２０

条の２第１項、第１２６条第２項、第１３４条、

平成１９年政令第８２号附則第１２条第２項、

所得税基本通達４９－１

注記

平成２６年７月１日現在の法令・通達等

に基づいて作成しています。

この質疑事例は、照会にかかる事実関

係を前提とした一般的な回答であり、必

ずしも事案の内容の全部を表現したもの

ではありませんから、納税者の方々が行

う具体的な取引等に適用する場合におい

ては、この回答内容と異なる課税関係が

生ずることがあることにご注意ください。

Q２ 事業主が死亡した後、妻名義での

出荷を届け出ましたが、その後、話し合

いにより長男が相続することとなりまし

た。妻名義で出荷済みの子牛について出

荷名義を長男名義に変更できない場合、

確定申告は妻と長男がそれぞれ申告をし

なければならないのでしょうか？また、

肉用牛免税は事業主が変更された後も対

象となるのでしょうか？

確定申告の名義

同一生計の親族のうちに二人以上の者がそ

れぞれの名義で子牛などの農畜産物を出荷し

た場合であっても、原則としてそれぞれの名

義で申告することは認められず、いずれか一

方の所得としてまとめて申告することになり

ます。農畜産物の出荷名義と所得税の申告名

義とは一致している方が望ましいものの、必

ずしも同一でなければならないということで

はありません。

ご質問のケースでは、相続によって事業を

承継する者が決まるまで暫定的に被相続人の

妻の名義で出荷したものの、被相続人の長男

が相続によって事業を承継することとし、今

後は長男の名義で出荷するということですの

で、妻の分の出荷に係る所得も事業を承継し

た長男の名義で申告することになります。

肉用牛免税の適用

相続によって事業を承継した場合であって

もその者が農業を営む者に該当すれば肉用牛

免税を適用することができます。なお、通常

は２ヵ月以上飼育した場合に肉用牛免税の適

用対象となるとされていますが、肉用牛の飼

育期間が極端に短く、単なる肉用牛の移動を

主体とした売却により生じた所得を肉用牛免

税の適用対象から除外する趣旨です。相続に

よって事業を承継した場合には被相続人にお

ける取得日を相続人が引き継ぎますので、被

相続人による肉用牛の飼育開始（肉用子牛の

場合は受胎のとき）から相続人による売却ま

での期間が通算して２ヵ月以上であれば、問

題ありません。

次回は個人畜産農業者の生前の経営継承に

ついて述べます。



１ 本点検の概要

（１）本実績点検は、畜産特別資金融通事業

実施要領の規定に基づき、平成２６年度（１月

～１２月）の経営改善計画の進捗状況を把握

し、その後の指導につなげることを目的に道

府県畜産協会等が実施しているものです。

（２）この点検結果について、２７道府県畜産

協会等からの報告に基づき１，１５１戸【畜産特

別資金〔特別支援資金、（新）特別支援資金、

改善緊急支援資金等〕、維持緊急支援資金】

の取りまとめを行いました。

２ 集計・取りまとめ方法

（１）道府県畜産協会等から報告されたデー

タ「実績点検集計表」を集計システムソフト

により、畜産特別資金および緊急支援資金ご

とに大家畜〔酪農、肉用牛（肉専繁殖、肉専

肥育、乳用肥育、哺育育成）〕、養豚（繁殖、

一貫、肥育）のデータ集計表を作成しました。

（２）（１）のデータ集計表を酪農、肉用牛、

養豚ごとに集計し、計画に対する進捗状況に

ついて取りまとめを行いました。本号ではそ

の中から酪農経営の取りまとめ結果について

掲載します。

３ 結果概要

【平成２６年度における畜産特別資金等借受者

の計画達成に係る実績点検結果要旨】

○酪農経営の実績については、全国計（一戸

当たり）では畜産部門収入は年間計画を達

成しているものの、畜産部門支出が同計画

を上回ったことなどから、償還財源が確保

されていない状況。疾病および自給飼料の

品質低下等により乳量の減少や飼料価格の

高騰の影響を受けている。

ア 計画に対する進捗状況

① 報告があった農家数６３８戸の一戸当た

りの実績は、飼養頭数は１０１．５頭（計画

対比９７．８％）で、畜産部門収入は５７，３６２

千円（同１０１．８％）、畜産部門支出は

５０，９２５千円（同１０４．４％）、家計費は６，６６８

千円（同１０４．３％）となり、償還財源は

４，４６４千円（同８２．３％）と未達となって

いる。

② 北海道の一戸当たりの実績は、飼養頭

数は１１３．７頭（計画対比９８．５％）で、畜産

部門収入は５９，５５６千円（同１０１．４％）、畜

産部門支出は５３，４９０千円（同１０４．１％）、

家計費は７，３９４千円（同１０４．９％）となり、

平成２６年度における畜産特別資金等借受者の計画達成に
係る実績点検結果の概要について①（酪農経営）
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償還財源は４，４９３千円（同７９．８％）となっ

ている。

③ 一方、府県の一戸当たりの実績は、飼

養頭数は５２．１頭（計画対比９１．６％）で、畜

産部門収入は４８，４４７千円（同１０４．３％）、

畜産部門支出は４０，５００千円（同１０５．８％）、

家計費は３，７２２千円（同１００．２％）となり、

償還財源は４，３４８千円（同９５．０％）となっ

ている。

④ 全国の償還財源の進捗率は、９０％未満

の農家が２９１戸（４５．６％）、９０～１００％未満

が６２戸（９．７％）、１００％～１１０％未満が１１８

戸（１８．５％）、１１０％以上が１６７戸（２６．２％）

となっている。

イ 計画に対して進んでいない要因等（主な

事例：以下同じ）。

〔畜産部門収入〕

① 飼養等管理不足による生乳出荷量・販

売収入の減少

・分娩間隔の長期化による搾乳量が減少

・育成牛が価格高により導入が進まず飼

養頭数が減少

・償還財源の確保のため育成牛と初妊牛

の売却による飼養頭数が減少

・搾乳回数（３回⇒２回）を減らしたこ

とによる搾乳量が減少

② 疾病、死亡等による飼養頭数・生乳生

産量の減少

・疾病（乳房炎、周産期病、肺炎、子宮

脱、サルモネラ、繁殖障害、ウイルス

性気管支炎、肢蹄病等）の発症

・事故・死亡（怪我、起立不能、肢蹄故

障、分娩時）の発生

・体細胞の発生により生乳を廃棄

③ 粗飼料の品質低下等による生乳生産量

の減少

・１番草のサイレージが天候不順で刈遅

れとなり栄養価が低下

・放牧の開始時に干ばつで草地が伸び悩

み牛の食込み低下

・放牧地及び草地において永年草地が多

く、粗飼料の栄養価が低下

・保管していたTMR飼料が大雨で冠水し

たことによる品質低下

・サイレージの不良発酵や品質劣化（カ

ビ）により牛の食い込み低下

〔畜産部門支出〕

・家族の病気によるヘルパー代が増加

（単位：千円、％）

区 分 資 金 名 集計戸数 飼養頭数 畜産部門収入 畜産部門支出 家計費 償還財源
（平均）計画対比（平均）計画対比（平均）計画対比（平均）計画対比（平均）計画対比

北海道
畜産特別資金 ２３１ １１３．６ ９９．２ ６０，１３５ １０１．５ ５４，６９０ １０２．６ ７，１２１ １０２．６ ４，１４０ ８８．１
緊急支援資金 ２８１ １１３．８ ９８．０ ５９，０８０ １０１．３ ５２，５０４ １０５．５ ７，６２０ １０６．６ ４，７８３ ７４．８

計 ５１２ １１３．７ ９８．５ ５９，５５６ １０１．４ ５３，４９０ １０４．１ ７，３９４ １０４．９ ４，４９３ ７９．８

府 県
畜産特別資金 ３０ ５７．３ ９４．１ ５６，５９１ １０２．２ ４７，９７８ １０１．８ ３，９４３ ９８．０ ５，６８１ １１３．５
緊急支援資金 ９６ ５３．１ ９５．６ ４５，９０３ １０５．１ ３８，１６３ １０７．４ ３，６５１ １０１．０ ３，９３１ ８８．５

計 １２６ ５２．１ ９１．６ ４８，４４７ １０４．３ ４０，５００ １０５．８ ３，７２２ １００．２ ４，３４８ ９５．０

計
畜産特別資金 ２６１ １０７．１ ９８．８ ５９，７２８ １０１．６ ５３，９１８ １０２．５ ６，７４９ １０２．３ ４，３１７ ９１．１
緊急支援資金 ３７７ ９８．３ ９７．７ ５５，７２５ １０２．０ ４８，８５２ １０５．８ ６，６１２ １０５．８ ４，５６６ ７７．４

計 ６３８ １０１．５ ９７．８ ５７，３６２ １０１．８ ５０，９２５ １０４．４ ６，６６８ １０４．３ ４，４６４ ８２．３

（表１）酪農経営の資金別計画達成の進捗状況（一戸当たり）
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・飼料価格高騰、牧草購入の増加

・機械の購入費・修繕費や牛舎施設の修

理費が増加

〔家計費・その他〕

・教育費の増加

・米麦（他部門）の交付金等が減少

ウ 地域で実施した指導と今後の対応

① 経営・資金管理等の指導

・労働力不足を解消するため家族による

支援

・Web農業簿記システムの活用による簿

記記帳

・返済財源確保のための毎月の積立によ

る資金確保

② 飼養技術・管理等の指導

・高能力牛の導入による低能力牛の更新

および牛群改良

・分娩間隔と平均授精回数の改善のた

め、分娩後の生殖器回復検査の実施

・後継牛確保に向けた性判別精液の活用

・夏場に牧場を利用した放牧による足腰

の強い育成牛の確保

・分娩間隔を短くするため、乾乳期の飼

養管理改善と、早期発情の発見と初回

授精の短縮化

③ 疾病、事故低減対策等の指導

・洗剤、殺菌剤の適正使用による搾乳機

材の洗浄を徹底

・個体観察の充実による体調不良牛の早

期発見・早期治療

・乳房炎発生を未然に防ぐための牛舎消

毒等の衛生管理を徹底

・周産期病低減と次回分娩のために、乾

乳期に良質粗飼料主体の給与による体

力増強

④ 自給飼料の確保等の指導

・飼料費を削減のため、デントコーンの

作付面積の拡大

・自己採取飼料の利用により飼料費の圧

縮

エ 県協議会の指導・支援事項

① 経営・資金管理等の指導

・労働力不足について家族を説得して協

力を得る必要

・収支計画と実績との比較検討による経

営改善状況の確認

・飼料費等の未払金残高などの動向をモ

リタリングによりチェックし、関係機

関と情報の共有

・経営状況を把握するために、販売状況、

生産技術や経営収支を、毎月、記録・

検討

② 飼養技術・管理等の指導

・母牛の観察回数等の充実による発情予

定日の把握と発情の見落とし防止

・分娩前後の増飼、最高泌乳期の乾物摂

取量の増加

③ 疾病、事故低減対策等の指導

・個体観察の充実による異常牛の早期発

見・早期治療

・乳質（体細胞）ペナルティーの対策と

して、乾乳期の乳房炎の予防・治療の

徹底
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［平成28年2月分］

（表１）補塡金単価の算定（全国） 単位：円／頭
区 分 肉専用種（地域算定県を除く） 交 雑 種 乳 用 種

粗収益 A １，２３２，０６９ ７０９，３００ ４５０，２８３
生産コスト B １，００６，５６７ ６９９，７０１ ４６３，４８７
差額 C＝A－B ２２５，５０２ ９，５９９ △ １３，２０４
暫定補塡金単価 D＝C╳０.８ ― ― １０，５００
補塡金単価（概算払） D－４，０００ ― ― ６，５００
注：平成２６年４月分から、消費税抜きで算定しています。

１００円未満切り捨て

平成２８年２月に販売された交付対象の契約肥育牛に適用する肉用牛肥育経営安定特別対策事業
実施要綱附則９の概算払の補塡金単価について、表１および表２の通り公表しました。
また、平成２８年２月に販売された生産者積立金の納付が免除された交付対象の契約肥育牛に適

用する補塡金単価については、表３の通り公表しました。
なお、補塡金単価の確定値については、５月上旬に公表する予定です。

（表３）補塡金単価（概算払）（生産者積立金の納付が免除された交付対象の契約肥育牛）
単位：円／頭

肉専用種 交 雑 種 乳 用 種
― ― ４，８００

注：補塡金交付額に見合う財源が不足する場合等、上記補塡金単価を減額することがあります。

（（独独））農農畜畜産産業業振振興興機機構構かかららののおお知知ららせせ

肉用牛肥育経営安定特別対策事業（新マルキン事業）
の補塡金単価（概算払）について

（表２）補塡金単価の算定（地域算定県・肉専用種）※ 単位：円／頭
広島県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 鹿児島県

― ― ― ― ― ― ―
※ 各県の算定結果です。
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畜舎の屋根の特徴

屋根の状態と滑雪

すっかり暖かい季節となりましたが、今年の冬はいかがでしたか？
屋根の雪降しが大変だった方もおられるのではないかと思います。「最近、屋根の雪が多

く積もるようになったのでは？」と思われた場合は、来年の冬に向けて今から屋根のメンテ
ナンスを検討されてはいかがでしょうか？

畜舎の屋根は、一般の建築物と比較して“雪が積もりにくい”という特徴がありますが、
これは多くの畜舎では天井が無く、家畜が多いことによるものです。
天井が無いことによって、畜舎内の家畜の体温で温められた空気が屋根に届き、屋根に積

もった雪を融かすことができるのです。
写真は酪農牛舎の例ですが、周囲の積雪に比べて屋根の雪が少ないことがわかります。
畜舎の屋根に雪が積もりにくい特徴は、畜舎の建築コスト低減のための建築基準法の緩和

措置（１４年国土交通省告示第４７４号「特定畜舎等建築物の構造方法に関する安全上必要な技
術的基準を定める等の件」）にも生かされています。

図は滑雪性の異なる４つ屋根で雪がどのように落雪するかを実験したものです（北海道科
学大学２００９～２０１０年）。
①の写真は朝９：００で、激しく雪

が降っていました。４つの屋根にも
雪がどんどん降り積もっています。
②の写真は１１：００の状態で雪は小

康状態となっていますが、屋根への
積雪は９：００段階よりも増えていま
す。
③の写真の通り１４：００に、左上の

屋根の雪が滑雪して雪が無くなって
います。このように、まったく同じ
環境で同じ構造の屋根であっても、

屋根のメンテナンスで快適な畜舎を持続させよう！
編 集 部

写真 畜舎の屋根の積雪状況

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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屋根の劣化による滑雪性の低下について

（引用：北海道科学大学（旧北海道工業大学）工学部建築学科准教授
千葉隆弘２００９～２０１０年滑雪に関する試験）

屋根の滑雪性によって雪の積もり方はまったく異なります。

最近の屋根に使われる鋼板の塗装は優秀で、建築間もない屋根材は滑雪しやすいと思われ
ます。しかしながら、屋根のメッキや塗装は時間とともに劣化しますので、年々滑りにくく
なっていきます。一般的に５年目くらいから劣化が目立ち始める場合が多いようです。
屋根面が劣化して荒れてくると、雪が滑り落ちにくくなり、屋根に積もる雪が増えてきま

す。屋根の劣化は、建物の耐用年数よりもずっと早くが始まるので、長期の利用においては
どこかの時点でメンテナンスを行うことが望ましいでしょう。
屋根面の塗装が劣化してきた場合、屋根を張り替えや再塗装、屋根の掃除、と取り組み方

法はさまざまです。
例えば屋根への再塗装については、塗装の技術や方法で屋根面の滑雪性は異なります。見

た目が同じでも、塗装のムラなどで性能が異なるのでご注意ください。
屋根のメンテナンスの実施にあたっては、効果や予算に応じて専門家の方とよくご相談い

ただくことで、効率的で快適な畜舎を持続させることに役立つでしょう。

２

１

３

図 屋根の滑雪実験
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